
Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

4

2

4

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

(人)

(％)

(千m3)

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□ その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

管路設計業務委託等 5,033

その他

配水管布設替工事等

今後の方向性 理由等

116,335 16,731

主な歳出の内訳

37,488 36,751 140,037

26,554

一般財源 47,693305,488 173,154 186,361

県支出金内
　
訳

国庫支出金 0118,054 78,563 65,616

その他特財 56,52053,158 45,305

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

水道施設の更新により、漏水等による断水被害を抑制し安定給水を行うことができた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 R1

98.3%97.9% 97.8% 98.5% 98.5% 97.9%

Ｒ2目標

実績 86.886.5 86.4 87 87 86.5
88.3

達成率

成
果
指
標

指標名称 有効水量比率（％）
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等） （総配水量－無効水量）／総配水量*100

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

290 0

Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 達成率

指標名称 老朽管更新延長（ｍ）
Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 0453 748 748

R2Ｈ27

説明（算式等） 水道管路延長（千ｍ） 達成率

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 398384.3 385 385 385 398

その他　（

対
象
指
標

指標名称 水道の供給施設
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

計画的に建設改良事業を実施することにより、安心安全な水道を安定
供給する。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

老朽化した水道施設を計画的に更新し、安心安全な水道を安定供給す
る。

事
業
内
容

耐震化計画やアセットマネジメントを精査し重要施設の長寿命化や更新
を計画的に実施する。
また、災害等のリスクを考慮し計画を随時見直しする。

対
象

給水区域内の水道施設

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠 水道法、地方公営企業法

条例・要綱等 新庄市水道事業の設置に関する条例

予算・事務事業名 企業会計 １款１項１目 給配水設備工事事業 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

政策名 安全安心で住みやすい生活環境基盤を整備する 担当者 井上利夫

施策名 安全な水道水の安定供給 内線 357

事務事業名 水道施設建設改良事業 事務事業コード 424-101-56
総
合
計
画

基本目標 社会生活基盤が整い、安全で快適なまち 担当課 上下水道課

事業費の算出根拠（R2）

476,700 297,022 289,425

37,760 12,016

168,784

72,626

33,91935,235

給水人口と普及率

年度 23 25 26 2724

給水人口

93.1 93.4 93.7 94.1

給水量

35,342 35,017 34,809 34,418 34,170

受益者負担

1

33,625

96.0

3,2123,2683,217

34,018

普及率

29 30

3,204 3,183 3,232

事業費　・・・　① 104,213190,846

91.5 92.7

2

33,178

96.1

3,257

92.0

3,275 3,239 3,229

94.4

28

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

424-101-56(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

4

2

4

○ ○ ● ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 昭和 42

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

　平成23年4月策定した「新庄市水道ビジョン　2011～2020」が令和2年度までになっているため、新たに2年度中に策定し
た。
　本ビジョンは、｢水道事業の安定と持続により、安全で安心な水道水の安定供給と環境にやさしい水道を構築」するもので
あり、現状評価・課題、将来の事業環境、目標設定、実現方策等「安全」「強靭」「持続」の観点から課題解決のための施策
を具体化する。
　

新庄市水道ビジョン策定業務委託 7,590

一般財源 7,5900 10,098 0 0 0

その他特財

受益者負担
内
　
訳

国庫支出金

県支出金

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 7,5900 10,098 0 0 0 主な歳出の内訳

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

安心安全な水道を安定供給した。安定した財政基盤を確立するため、今後料金改定を含めて検討した。また、他団体との広域化・広
域連携についても引き続き検討していく。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 R1

説明（算式等） 達成率 93.6%91.8% 90.9% 91.8% 92.7% 92.7%

Ｒ2目標

実績 103101 100 101 102 102
110

成
果
指
標

指標名称 経常収支比率（％）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 達成率 100.0%100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

Ｒ2計画

実績 44 4 4 4 4
4

活
動
指
標

指標名称 計画策定・進行管理回数（回）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

33,777
説明（算式等） 見込値は水道事業基本計画（H28策定）による 達成率

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 33,17834,418 34,170 33,919 34,018 33,625

その他　（

対
象
指
標

指標名称 給水人口（人）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

安定した財政基盤を確立し、健全で効率的・継続的な水道経営を実施
する。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

水道事業計画に基づき健全経営、適正な維持管理、必要な施設整備を
実施し、安心で安全な水道水を安定的に使用者へ供給する。

事
業
内
容

水道を取り巻く環境が大きく変化していることで将来を見据えた独自の
ビジョンが必要なことから、既存の中長期的な事業計画や経営計画に
基づき予算を編成し適正に執行する。決算の数値を基に経営分析を行
い進行管理をする。

対
象

水道使用者。

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠 水道法、地方公営企業法

条例・要綱等 新庄市水道事業の設置等に関する条例

予算・事務事業名 企業会計 １款１項４目 業務及び総係費 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

安全安心で住みやすい生活環境基盤を整備する 担当者 井上利夫

施策名 安全な水道水の安定供給 内線 357

事務事業名 水道事業計画策定・進行管理事務 事務事業コード 424-103-56
総
合
計
画

基本目標 社会生活基盤が整い、安全で快適なまち 担当課 上下水道課

政策名

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

(
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)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

424-103-56(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

4

2

4

○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

□ □ ■
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

市内７箇所

水系毎

水系毎

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□ その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

水道法に基づく項目について（51項目/年１回、9項目/月2回） 末端蛇口

農薬（120項目）、耐塩素性病原微生物（2項目） 末端蛇口

原水の水質検査 水質基準項目のうち消毒副生成物と味を除く40項目、ｸﾘﾌﾟﾄｽﾎﾟﾘｼﾞｭｳﾑ等の病原性微生物等 自己水

末端蛇口

389,866 374,666

検査区分 検査内容 検査箇所

浄水
の水
質検
査

毎日検査 味、臭気、色度、濁度、PH値、残留塩素濃度 末端蛇口

毎月、年１回検査

その他の検査（年１回）

「水質検査管理計画」に基づく水質検査

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 380,341386,537

年４回検査 水質基準項目に定めたものについて（22項目）

383,974

補
足
説
明

事務事業名 原水及び浄水事業 事務事業コード 424-201-56
総
合
計
画

基本目標 社会生活基盤が整い、安全で快適なまち 担当課 上下水道課

政策名 安全安心で住みやすい生活環境基盤を整備する 担当者 井上利夫

施策名 安全な水道水の安定供給 内線 357

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 水道法、地方公営企業法

条例・要綱等 新庄市水道事業の設置等に関する条例

予算・事務事業名 企業会計 １款１項１目 原水及び浄水事業 予算コード

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

水質基準に適合した安心・安全な水道を安定供給する。

事
業
内
容

原水を安定確保すると共に、浄水施設を適正に維持管理し、安全で安
心な水道を安定供給する。

対
象

水道使用者・浄水施設

目
指
す

状
態

安全で安心な水道を安定供給することにより公共の福祉を増進する。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 浄水施設（箇所）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 44 4 4 4 4
6

達成率
活
動
指
標

指標名称 年間総配水量（千㎥）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 3,8653,807 3,782 3,839 3,882 3,812
3,900

説明（算式等） 達成率 99.1%97.6% 96.9% 98.4% 99.5% 97.7%
成
果
指
標

指標名称 ―
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2目標

実績
説明（算式等） 達成率

成果（どのような状
態になったか）

水質基準に適合した水道水を安定供給した。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

345,100

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担

383,974 389,866 374,666 345,100

その他特財

今後の方向性 理由等

一般財源 380,341386,537

主な歳出の内訳

原水及び浄水費 380,341

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

424-201-56(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

4

2

4

○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

□ □ ■
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□ その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

Ｒ2

2,372

313

564

8

3,257

H29H24 H25 H26 H27 H28

14

3,275 3,239 3,229 3,204 3,183 3,232 3,268

14 14 16 16 11 11

372

548 553 573 560 544 567 577

2,265 2,264 2,289 2,305

389 384 375 363 364 365

配水及び給水費 54,897

39,012 58,714 58,680

主な歳出の内訳

その他特財

受益者負担

県支出金内
　
訳

国庫支出金

一般財源 54,89738,965 35,868

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 54,89738,965 35,868 39,012 58,714 58,680

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

水質基準に適合した水道水を安定供給した。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

Ｒ2目標

実績

達成率

成
果
指
標

指標名称 ―
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

3,268 3,212

99.0% 97.3%

Ｈ30 Ｒ1

3,300
説明（算式等） 達成率 98.7%97.1% 96.5% 97.9%

指標名称 年間総有収水量（千㎥）
Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 3,2573,204 3,183 3,232

R2Ｈ27

32,553
説明（算式等） まつづくり総合計画（人口フレーム） 達成率

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 33,17834,418 34,170 33,919 33,474 33,625

その他　（

対
象
指
標

指標名称 給水人口（人）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

安全で安心な水道を安定供給する。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

水質基準に適合した安心・安全な水道を安定供給する。

事
業
内
容

定期的に水質検査、洗管を実施しながら、水質基準に適合した水道水
を安定供給する。

対
象

水道使用者、給配水施設

01-020101-0800

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠 水道法、地方公営企業法

条例・要綱等 新庄市水道事業の設置等に関する条例

予算・事務事業名 企業会計 １款１項２目 配水及び給水事業 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

安全安心で住みやすい生活環境基盤を整備する 担当者 井上利夫

施策名 安全な水道水の安定供給 内線 357

事務事業名 配水及び給水事業 事務事業コード 424-202-56
総
合
計
画

基本目標 社会生活基盤が整い、安全で快適なまち 担当課 上下水道課

政策名

2,299

営業用

R1

家庭用

団体用 545

H30

2,324 2,288 2,265

13

3,212

目的別給水量 単位：千m3

年度別

その他

H23

355

3,217

12

500

401

2,304

計
(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

424-202-56(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

4

2

4

○ ○ ● ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 昭和 42

２．事務事業の概要

□ □ ■
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□ その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

872,245

55,951 60,206 57,920

収 入 済 み 額 29,497 26,152

95.93

49.07 45.15

29,698

96.45 96.02

31,529

55.41 53.0856.87

単位：千円

年 度 H28

899,990

収 納 率

29,545

863,327 861,249収 入 済 み 額

96.15

滞納
分

調 定 額

890,982

927,899

894,603

収納の実態

53,234 55,439

収 納 率

H29

現年
度分

調 定 額 927,556

96.75

890,203 907,296

H25 H26 H27

事務事業名 水道料金賦課収納事業 事務事業コード 424-301-56
総
合
計
画

基本目標 社会生活基盤が整い、安全で快適なまち 担当課 上下水道課

政策名 安全安心で住みやすい生活環境基盤を整備する 担当者 高橋智江

施策名 安全な水道水の安定供給 内線 354

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 水道法、地方公営企業法

条例・要綱等 新庄市水道事業の設置等に関する条例

予算・事務事業名 企業会計 １款１項４目 業務及び総係費 予算コード

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

公正な水道料金の賦課と収納により水道事業の健全経営を図る。

事
業
内
容

納期内納付及び口座振替制度の励行を図り、未納者へ督促状や催告
状を送付する。個別訪問による納付指導、滞納整理により収納率を向
上させる。

対
象

水道使用者

目
指
す

状
態

メーター検針により水道料金を公正に賦課し、滞納整理を効果的に実
施することにより収納率を上げる。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 未納者（人）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 596876 893 880 784 853
746

説明（算式等） 現年度未納者 達成率
活
動
指
標

指標名称 督促状・催告状送付件数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 14,27219,611 18,271 17,896 17,229 16,568
19,000

説明（算式等） 達成率 75.1%103.2% 96.2% 94.2% 90.7% 87.2%
成
果
指
標

指標名称 現年度収納率（％）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2目標

実績 9896 97 96 97 97
98

説明（算式等） 達成率 100.0%98.0% 99.0% 98.0% 99.0% 99.0%

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

公正な水道料金の賦課と滞納整理を委託業者により実施し、収納率、収入額も向上し、経営の安定に寄与している。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

事業費　・・・　① 106,41960,091 57,641 71,638 74,687 90,832

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担

その他特財

一般財源 106,41960,091 57,641 71,638 74,687 90,832

委託料

印刷製本費 972

賃借料 6,950

通信運搬費 1,810

56,729

58,382

28,976

51.76

33,590

49.63

備消品費

事業費の算出根拠（R2）

主な歳出の内訳

44.35

1,219

H30

916,927

887,488

96.79

64,896

Ｒ1

903,428

880,737

97.49

Ｒ2

926,204

908,305

98.07

46,773

20,743
(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

424-301-56(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

4

2

5

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 昭和 63

２．事務事業の概要

□ □ ■
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

浄化センターの処理概要（R1）

S S

BOD

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

74,115

(生物化学的酸素要求量) 293.7　㎎/ℓ 4.0　㎎/ℓ 98.6%

主な歳出の内訳

委託料 36,001

今後の方向性 理由等

修繕費 12,016

動力費 20,969

負担金

一般財源 163,2310 0 0 0 3,530

その他特財 4,117 7,719

155,772 151,788 182,015 160,338 154,596受益者負担
内
　
訳

国庫支出金

県支出金

事業費　・・・　① 163,231155,772 151,788 182,015 164,455 165,845

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

汚水処理において、必要な機器メンテナンスを行い、快適な水環境を保持できた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 達成率 100.6%100.7% 100.5% 100.3% 100.6% 100.7%

Ｒ2目標

実績 98.698.7 98.5 98.3 98.6 98.7
98

成
果
指
標

指標名称 汚水浄化率(ＢＯＤ除去率)　(％)
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 達成率 100.0%100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

Ｒ2計画

実績 1212 12 12 12 12
12

活
動
指
標

指標名称 定期点検回数（回）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

5
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 55 5 5 5 5

その他　（

対
象
指
標

指標名称 浄化センターの主要施設数（棟）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

適正な汚水処理により快適な水環境を保持。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

公共用水域の水質保全及び生活環境の改善。

事
業
内
容

汚水状況に応じた汚水処理設備及び機器の適切な保守管理・運転の
実施。

対
象

浄化センターの水処理等施設・設備及び機器。

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠 下水道法

条例・要綱等 新庄市下水道条例、同条例施行規則

予算・事務事業名 企業会計 １款１項３目 処理場費 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

上下水道課

政策名 安全安心で住みやすい生活環境基盤を整備する 担当者 庄司誠二

施策名 良好な水環境の保全 内線 334

98.1%

事業費の算出根拠（R2）

事務事業名 公共下水道処理場維持管理事業 事務事業コード 425-101-56
総
合
計
画

基本目標 社会生活基盤が整い、安全で快適なまち 担当課

《汚水処理》
　処理方式　　　　　　　　　　　　　　標準活性汚泥法
　現有処理能力　　　　　　　　　　　１２，０００        m3/日
　年間流入汚水量　　　　　　　　　　２，４３５ 千 m3/年
　日平均流入汚水量　　　　　　　　  ６，６７１ 　m3/日
　日最大流入汚水量　　　　　　　　１０，１７０　m3/日（Ｒ２．７．２９）

《汚泥処理》
　年間汚泥排出量　　　　　　  　　　１，６７０．７３  t/年
　日平均汚泥排出量　　　　　　　　　　　　４．５８ t/日
  含水率　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　７４．９　％

《処理水質》

区　　　分 流入水 放流水 除去率

(浮遊物質量) 241.0　㎎/ℓ 4.5　㎎/ℓ

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

425-101-56(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

4

2

5

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 昭和 63

２．事務事業の概要

□ □ ■
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

3,927

下水道維持管理業務委託 178

主な歳出の内訳

修繕料 9,075

今後の方向性 理由等

MP保守点検及び清掃業務委託 6,050

管渠清掃業務委託 3,918

下水道台帳作成業務委託

一般財源 23,1480 0 0 0 0

その他特財 29

16,063 17,797 16,917 19,188 23,616受益者負担
内
　
訳

国庫支出金

県支出金

事業費　・・・　① 23,14816,063 17,797 16,917 19,217 23,616

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

定期的なマンホールポンプの保守点検や管渠清掃等により各施設の機能保持ができた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 達成率 51.7%53.0% 53.5% 29.7% 26.5% 22.9%

Ｒ2目標

実績 2,0672,119 2,140 1,186 1,058 914
4,000

成
果
指
標

指標名称 年間管渠清掃延長 (m)
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 達成率 100.0%100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

Ｒ2計画

実績 33 3 3 3 3
3

活
動
指
標

指標名称 安全点検回数(回)
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

2,000
説明（算式等） 整備済み管路施設施工延長 達成率

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 103,43497,141 98,230 100,805 101,724 102,838

その他　（

対
象
指
標

指標名称 管渠維持管理延長（ｍ）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

各施設の機能保持。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

良好な水環境の保全。

事
業
内
容

管渠清掃、マンホールポンプ保守点検、下水道台帳整備、マンホール
周り舗装について、定期的安全パトロールの実施及び交換、修繕を実
施する。

対
象

汚水管渠、マンホール、マンホールポンプ、公共汚水桝。

05-010202-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠 下水道法

条例・要綱等 新庄市下水道下水道条例、同条例施行規則

予算・事務事業名 企業会計 2款1項1目 かんきょ費 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

上下水道課

政策名 安全安心で住みやすい生活環境基盤を整備する 担当者 松田　崇

施策名 良好な水環境の保全 内線 334

令和２年度末　施工延長106.140m      管渠延長103.434m (宅地開発の帰属分も含む)

事業費の算出根拠（R2）

事務事業名 公共下水道管渠維持管理事業 事務事業コード 425-102-56
総
合
計
画

基本目標 社会生活基盤が整い、安全で快適なまち 担当課

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

425-102-56(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

4

2

5

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 昭和 40

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

（ha）

(m)

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

R４　雨水排水路整備工事　Ｌ＝４０．０ｍ

R５　雨水排水路整備工事　Ｌ＝３０．０ｍ

R６　雨水排水路整備工事　Ｌ＝３０．０ｍ

【矢目田川改修計画】 R２　事業計画変更業務　１式

R３　雨水排水路整備実施設計業務　１式

区 分 住吉川 末広 中の川 三の堀 末広第２ 緑町

都市下水路の整備状況

矢目田川

S40～S43 S43～S46 S47～S52 S47～S52 S53～S54 S57～S62 S47整備年次

排水面積 25 42 1520 31

863 1,380 1,460 1,288 553 890

計

S56～H14 ８路線

119 2,055

3,688 10,275

5,534

153

福田

31 17 270

事業費の算出根拠（R2）

整備延長

事務事業名 都市下水路維持管理事業 事務事業コード 425-103-56
総
合
計
画

基本目標 社会生活基盤が整い、安全で快適なまち 担当課 上下水道課

政策名 安全安心で住みやすい生活環境基盤を整備する 担当者 平賀悠介

施策名 良好な水環境の保全 内線 334

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 下水道法

条例・要綱等 新庄市下水道条例、同条例施行規則

予算・事務事業名 一般会計 ８款４項２目 都市下水路整備事業費 予算コード 01-080402-0200

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

都市の浸水防除

事
業
内
容

整備済み都市下水路についての機能の保持と維持及び安全対策の実
施。

対
象

都市下水路

全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

浸水区域の雨水を速やかに排除し、安全な生活を確保する。 実
施
形
態

市直営

10,275 10,275

その他　（

対
象
指
標

指標名称 都市下水路整備済み延長（ｍ）
年度 R2Ｈ27 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 10,27510,275 10,275 10,275

R2Ｈ27

10,275
説明（算式等） 達成率

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 33 3 3
3

説明（算式等） 達成率 100.0%100.0% 100.0% 100.0%

指標名称 都市下水路安全点検回数（回）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

3 3

100.0% 100.0%

Ｈ30 Ｒ1成
果
指
標

指標名称 都市下水路維持管理延長(m)
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等）

Ｒ2目標

実績 10,27510,275 10,275 10,275 10,275 10,275
10,275

達成率 100.0%100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

例年、豪雨時にり冠水被害が発生する矢目田川の改修に伴う事業計画の変更を行い、改善に向け一歩前進することが出来た。今後、早期
に解消されるよう事業を進めて行きたい。

年　　度 Ｒ1 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

事業費　・・・　① 1,574114 5,208 5,534 5,342 10,405

内
　
訳

国庫支出金

一般財源 1,574114 5,208

県支出金

受益者負担

修繕料 1,574

5,342 10,405

主な歳出の内訳

その他特財

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

425-103-56(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

4

2

5

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成 56

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□ その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

101,135

事業費の算出根拠（R2）

119,382216,472 204,837 220,573 157,382

50,00077,880

処理能力

処理区域面積

管渠延長

計画処理量

890.2ｈa

20,900人

11,590㎥

719ｈa

19,400m

12,000㎥

事務事業名 公共下水道管渠整備事業（汚水）

予算・事務事業名 企業会計 １款１項２目

事務事業コード 425-105-56
総
合
計
画

基本目標 社会生活基盤が整い、安全で快適なまち 担当課 上下水道課

政策名 安全安心で住みやすい生活環境基盤を整備する 担当者 平賀悠介

施策名 良好な水環境の保全 内線 333

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 下水道法

条例・要綱等 新庄市下水道条例、同条例施行規則

建設改良費(汚水補助) 予算コード 05-020102-0101

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

公共用水域の水質保全及び生活環境の改善のため。

事
業
内
容

汚水管渠の未整備地区への布設。

対
象

下水道管渠（汚水）

目
指
す

状
態

下水道事業計画区域内の整備面積の拡大。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称
下水道整備が完了し下水道利用可能と
なった者

年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 19,04519,114 19,157 19,185 18,938 21,254
22,800

説明（算式等） 整備人口 達成率
活
動
指
標

指標名称 管渠布設延長（ｍ）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 6411,508 1,089 1,152 856 1,142
－

説明（算式等） 達成率
成
果
指
標

指標名称 総整備面積（ｈａ）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2目標

実績 536503 509 524 528 532
563

95.20%89.34% 90.41% 93.07% 93.78% 94.49%

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） H32目標は生活排水処理施設整備計画より 達成率

計画面積

計画人口

内
　
訳

国庫支出金 107,341 101,500 110,500

一般財源 62,302101,989 93,397

80,620

県支出金

受益者負担 7,0807,142 9,940 8,938 6,080 6,687

その他特財

73,422 75,347

主な歳出の内訳

工事請負費 96,477

業務委託料 17,405

補償費 5,500

H25 H26 H27

5.72 14.32

下水道事業計画の効率的な遂行や市の振興計画の目標を達するまでの整備率には程遠いが、着実に面整備を実施している。

H47

単位：ha

8.84 10.38 5.94.19 1.88

年次別整備面積の推移

H23 H24

整備面積

Ｒ2

487.21 497.59 503.49累計 476.49 478.37

539.23累計 509.21 523.53

年度 H28 H29 H30 Ｒ1

7.04

527.7

4.17 4.49

年度

事業費　・・・　①

事業計画
H30.3.23　（計画変更）

162,654

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2

Ｒ4

　 　事業計画の概要

全体計画
H28年度（変更計画）

目標年次 目標年次

532.19

整備面積

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

425-105-56(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

4

2

5

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

132 128 110 130 125 123 103 123

89 82 83 83 84 82 82 81

240 235 244 247 193 197 197 198

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 480

マンホールカード 44

色上質紙 4

0 0 0 0

その他特財

126 132 207 742 49受益者負担
内
　
訳

国庫支出金

県支出金

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 48126 132 207 742 49 主な歳出の内訳

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

普及訪問にあたり不在宅が多く、チラシを持って丁寧に説明することにより、若干ではあか公共下水道への接続や考え方が変わって
きている。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 達成率 84.6%96.2% 94.6% 79.2% 94.6% 93.8%

Ｒ2目標

実績 110125 123 103 123 122
130

成
果
指
標

指標名称 宅内排水設備工事検査実施件数(件)
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 達成率 217.3%87.3% 230.7% 240.7% 240.0% 214.7%

Ｒ2計画

実績 326131 346 361 360 322
150

活
動
指
標

指標名称 供用開始時普及啓蒙件数（件）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

19,200
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 19,04519,114 19,157 19,185 18,938 18,845

その他　（

対
象
指
標

指標名称 供用（処理）区域内人口（人）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

公共下水道への早期接続により公共水域の良好な水環境を保全する。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

公共下水道への接続を推進する。

事
業
内
容

普及推進活動
①全国下水道の日の実施
②下水道利用依頼文書の送付
③下水道未接続世帯訪問
④下水道事業に関する広報の実施

対
象

下水道供用区域内にある一般家屋、ｱﾊﾟ－ﾄ、会社、工場、施設等の所
有者。

05-010102-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠 下水道法

条例・要綱等 新庄市下水道条例、同施行規則

予算・事務事業名 企業会計 2款１項4目 普及費 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

安全安心で住みやすい生活環境基盤を整備する 担当者 松田　崇

施策名 良好な水環境の保全 内線 332

事務事業名 公共下水道普及事業 事務事業コード 425-106-56
総
合
計
画

基本目標 社会生活基盤が整い、安全で快適なまち 担当課 上下水道課

政策名

15314 15282 15434 15357 15,590 15,516

19157 19185 18938 18,845 19,045

水洗化済人口 16,578 16,699 15,220 15,346

公示区域内人口 18,910 19,026 18,678 19,097 19114

188

82

責任技術者登録者数

指定店数

水洗化率の推移（※平成２５年度より水洗化人口の算出方式を変更したため減少した）

宅内排水工事検査件数、指定店、責任技術者登録者数の推移

区 分

統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

R2

110

81

178

122宅内排水工事検査件数

R1

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

425-106-56(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

4

2

5

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

■

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他 施策体系の内外に含まれず。

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

融資あっ旋件数 0 4 3

制度利用者の推移

利子補給金額

H23 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

0

0

2 2

区　　　分 R2Ｈ30 Ｒ1

02 2 3 3

金　　　額 02,000 740 1,220 2,480 1,500 1,210 1,610 2,420

１件＠金額 01,000 370 407 827 750 605 403 807

34112 83 53 37 20 1515

利子補給件数 1434 28 29 23 18 10

制度対象工事件数 4563 39 23 40 34 12 12 37 41

16 29

8 14 16

事務事業名 水洗便所改造等資金融資斡旋・利子補給事業 事務事業コード

評価事業

（期限の定めの無い事業）

目
的

公共下水道への接続を図るため、融資の斡旋とともに利子補給する。

425-107-56
総
合
計
画

基本目標 社会生活基盤が整い、安全で快適なまち 担当課

単位：千円

上下水道課

政策名 安全安心で住みやすい生活環境基盤を整備する 担当者 庄司誠二

施策名 良好な水環境の保全 内線 334

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市水洗便所改造等資金融資斡旋及び利子補給規程（H元.７月）

予算・事務事業名 企業会計 1款１項4目 普及費 予算コード

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

事
業
内
容

・市による金融機関への融資斡旋
・融資限度額　　自宅・・・１００万円　　貸家等・・・最高２００万円
・利子補給　①供用開始3ヵ年3ヵ月以内に完成検査を終えた方・・・・利子補給
　　　　　　　　②供用開始3ヵ年3ヵ月を過ぎて完成検査を終えた方・・・利子補給な
し

・返済方法　　５年（60ヶ月）以内の元金均等償還
対
象

新庄市公共下水道の供用開始区域内で、既設汲取り便所を水洗便所
に改造する工事及び宅内排水設備工事を行う者。

目
指
す

状
態

公共下水道への早期接続。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 対象となる宅内排水設備工事を行う者
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 8171 45 32 46 52
80

説明（算式等） 改造工事件数 達成率
活
動
指
標

指標名称 融資斡旋件数（件）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 03 2 0 4 3
5

説明（算式等） 達成率 0.0%60.0% 40.0% 0.0% 80.0% 60.0%
成
果
指
標

指標名称 利子補給件数(件)
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2目標

実績 1418 10 8 14 16
-

説明（算式等） 達成率

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

昨年度融資斡あっ旋件数は申請ありませんでしたが、継続利子補給は１４件有り、下水道の普及促進につながっている。

年　　度 R2H27 H28 H29 H30 Ｒ1 事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 3415 15 30 29 29 主な歳出の内訳

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担 15 15 30 29 29

0 0 0 0

その他特財

利子補給補助金 34

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 340

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

425-107-56(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

4

2

5

○ ○ ● ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

年度

開催数

普及率

その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

供用開始区域が広がっているのに、Ｈ２５の普及率が下がったのは、供用開始区域内の人口減少率が行
政区域のそれより高かったため。

H23

1

49.4 53.4 54.6 55.2

1 1 5

49.7 49.4 51.1 51.9 52.5 53.3

H24 H25 H26 H27 H28 H29

1

事業費の算出根拠（R2）

H30 R1 R2

1 1 1 1 1

事務事業名 公共下水道計画策定・進行管理事務 事務事業コード 425-109-56
総
合
計
画

基本目標 社会生活基盤が整い、安全で快適なまち 担当課 上下水道課

政策名 安全安心で住みやすい生活環境基盤を整備する 担当者 高橋　智江

施策名 良好な水環境の保全 内線 354

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 下水道法

条例・要綱等 新庄市下水道条例、同施行規則

予算・事務事業名 企業会計 １款1項5目 業務及び総係費 予算コード

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

計画の進行管理とともに適切な事業選択や整備計画を決定する。

事
業
内
容

下水道計画の進行管理とともに適切な事業選択や整備計画を決定し、
山形県全域生活排水処理施設整備基本構想の見直しなどに反映させ
る。

対
象

下水道事業（下水道関連事業)

目
指
す

状
態

計画の進行管理とともに適切な事業選択や整備計画を決定し、山形県
全域生活排水処理施設整備基本構想の見直しなどに反映させる。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 下水道事業計画
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 11 1 1 1 1
1

説明（算式等） 達成率
活
動
指
標

指標名称 事業検討開催数（回）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 51 1 1 1 1
1

説明（算式等） 達成率 500.0%100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
成
果
指
標

指標名称 公共下水道普及率(％)
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2目標

実績 55.251.9 52.5 53.3 53.4 54.6
65.0

説明（算式等） 達成率 84.9%79.8% 80.8% 82.0% 82.2% 84.0%

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

効果的な汚水処理整備計画を策定し、生活排水処理施設整備の促進を図っており、普及率も向上している。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

事業費　・・・　① 00 0 0 0 0

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担

0 0 0 0

その他特財

今後の方向性 理由等

一般財源 00

主な歳出の内訳

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

425-109-56(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

4

2

5

○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

（ha）

（千円）

（千円）

（％）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

受益者負担金の賦課（整備済み）面積の推移

区分

賦課面積

調定額

今後の方向性 理由等

R２H23 H24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30

3.644.1 4.2 1.9 8.8 10.3 5.9 6.7 14.3

15,33129,294 16,756 8,541 11,665 18,431 20,651 20,333 17,004

収入済額 14,60628,007 15,609 8,205 11,346 18,077 20,187 19,083 15,850

※ 1　負担金調定額は、３ヵ年に分けて賦課している。調定額、収入済額は現年度賦課分。
※ 2  H23より下水道整備区域（都計用途区域外）の拡大により、分担金としての徴収も行なっており、これを含む額とした。

収納率 95.3%95.6% 93.2% 96.1% 97.3% 93.9% 93.2%

事務事業名 公共下水道受益者負担金賦課・徴収事務 事務事業コード 425-110-56
総
合
計
画

基本目標 社会生活基盤が整い、安全で快適なまち 担当課 上下水道課

政策名 安全安心で住みやすい生活環境基盤を整備する 担当者 庄司誠二

施策名 良好な水環境の保全 内線 332

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 都市計画法、下水道法

条例・要綱等 都市計画公共下水道事業受益者負担に関する条例、下水道事業分担金徴収条例、同条例施行規則

予算・事務事業名 企業会計 １款１項５目 業務費及び総係費 予算コード 05-010101-0400

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

下水道の建設費用の一部を特定の利益を得る受益者に負担してもら
い、建設費に充当する。

事
業
内
容

賦課対象者に制度の理解を得る必要があり、説明会、戸別訪問及び相
談活動により受益者負担金、分担金についての理解を促し、納付促進
を図っている。
（なお、負担金については、都市計画法75条、分担金条例に関しては、
地方自治法224条による。）

対
象

公共下水道供用開始区域の土地の所有者（賃貸借等の権利がある場
合は、その権利者）

目
指
す

状
態

下水道の建設費用の一部を特定の利益を得る受益者に負担してもら
う。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 供用開始区域内の対象者
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 190131 223 240 206 177
150

説明（算式等） 達成率
活
動
指
標

指標名称 受益者負担金（分担金）賦課額（千円）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 15,33115,574 20,651 20,333 17,004 14,367
―

説明（算式等） 達成率
成
果
指
標

指標名称 受益者負担金（分担金）収納額（千円）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2目標

実績 14,60614,948 20,187 19,083 15,850 12,264
―

説明（算式等） 達成率

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

受益者負担金及び分担金の収納率向上に努め、建設改良費の財源に充当できた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

事業費　・・・　① 00 0 0 0 0

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担

その他特財

一般財源 00 0 0 0 0

□

R1

3.89

14,367

12,264

85.4%

事業費の算出根拠（R2）

主な歳出の内訳

98.1% 97.8%

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

425-110-56(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

4

2

5

○ ○ ● ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

□ ■ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

■

0

主な歳出の内訳

下水道使用料等事務負担金 15,533

その他特財

受益者負担 13,559 13,195 13,574 14,505 15,014

県支出金内
　
訳

国庫支出金

一般財源 15,5330 0

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 15,53313,559 13,195 13,574 14,505 15,014

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

使用料収納額及び収納率が向上したため、成果指標の目標値も達成し、下水道施設の維持管理に充当することが出来た。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 達成率 101.1%97.5% 100.6% 99.3% 99.9% 100.3%

Ｒ2目標

実績 98.194.6 97.6 96.3 96.9 97.3
97

成
果
指
標

指標名称 公共下水道使用料収納率(％)
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 達成率

Ｒ2計画

実績 378,243379,345 366,820 372,629 377,977 366,113
―

活
動
指
標

指標名称 公共下水道使用料賦課額（千円）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

7,500
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 7,8187,307 7,439 7,532 7,625 7,758

その他　（

対
象
指
標

指標名称 公共下水道の使用者
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

下水道施設の維持管理費、資本費の一部に充当するため利用者に負
担してもらう。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

目
的

下水道施設の維持管理費、資本費の一部に充当するため利用者に負
担してもらう。

事
業
内
容

下水道の使用水量は、水道の使用水量を基に認定しているため、水道
事業に賦課徴収事務を委託している。

対
象

公共下水道の使用者

条例・要綱等 新庄市下水道条例、同施行規則

(１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

担当者 高橋智江

事業区分 独自事業 法定事業

事業期間

単年度 事業年度

法令根拠 下水道法

良好な水環境の保全 内線 354

説明事業

業務及び総係費 予算コード

内部事業 評価区分 評価事業

事務事業コード 425-111-56
総
合
計
画

基本目標 社会生活基盤が整い、安全で快適なまち 担当課 上下水道課

政策名 安全安心で住みやすい生活環境基盤を整備する

施策名

収納率＝（371,001,349円/378,243,595円)×100
　　　   ＝98.1％

収納率＝（現年度分収入合計額/現年度分賦
課額)×100
　　　   ＝98.1％

0 0

事務事業名 公共下水道使用料賦課・徴収事務

予算・事務事業名 企業会計 １款１項5目

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

425-111-56(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

4

2

5

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 昭和 61

２．事務事業の概要

□ □ ■
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

令和3年3月31日現在

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□
□

動力費 2,338

修繕費 4,320

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

7,128

その他特財 0

主な歳出の内訳

処理場管理業務委託 11,020

除雪・除雪機械借り上げ料 1,716

光熱水費 10,136020,679 20,521 20,856

一般財源 30,2246,534 7,138 7,239 7,217

20,29619 18 15

受益者負担 20,306 464
内
　
訳

国庫支出金

県支出金

事業費　・・・　① 30,22427,232 27,659 28,113 27,538 27,888

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

定期的な農業集落排水処理施設の保守点検業務等により、公共用水域の水質保全及び生活環境が保持できた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 処理人口／排水処理区域人口 達成率 98.6%95.2% 94.8% 95.4% 95.3% 98.9%

Ｒ2目標

実績 88.785.7 85.3 85.9 85.8 89.0
90

成
果
指
標

指標名称 水洗化率（％）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 達成率 100.0%100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

Ｒ2計画

実績 1212 12 12 12 12
12

活
動
指
標

指標名称 定期点検回数（回）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 達成率

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 1,8552,307 2,280 2,246 2,174 1,877

その他　（

対
象
指
標

指標名称 処理区域内人口（人）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

生活排水による公共用水域の水質汚濁の改善。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

公共用水域の水質保全及び生活環境の改善。

事
業
内
容

水質を管理し、基準値以下で放流。
機能診断及び最適整備構想策定業務。

対
象

処理区域内の住民　(処理区域：昭和、塩野、山屋、萩野、仁田山）

06-010101-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠 浄化槽法

条例・要綱等 新庄市農業集落排水処理施設設置及び管理に関する条例、同条例施行規則

予算・事務事業名 企業会計 2款１項3目 処理場費 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

上下水道課

政策名 安全安心で住みやすい生活環境基盤を整備する 担当者 松田　崇

施策名 良好な水環境の保全 内線 334

事業費の算出根拠（R2）

事務事業名 農業集落排水施設管理運営事業 事務事業コード 425-201-56
総
合
計
画

基本目標 社会生活基盤が整い、安全で快適なまち 担当課

計 557（-31） 2,092 1,855 89.0% 283,384

H11.4.1

仁 田 山 地 区 75（-24） 304 201 74.0% 17,784 H13.11.15

萩 野 地 区 241（-45） 843 741 87.6% 142,590

S62.4.1

山 屋 地 区 119（-9） 453 446 97.3% 59,146 H5.2.1

塩 野 地 区 39（-2） 157 143 91.8% 28,843

供用開始日

昭 和 地 区 83（-5） 335 324 91.6% 35,021 S61.12.1

統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

普及率等の現状

地 区 名 処理戸数（戸） 処理区域内人口（人） 処理人口（人） 普及率（％） 年間汚水量（m3）

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

425-201-56(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

4

2

5

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H23 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□

□

補助金 22,426

統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

１　補助対象地域 ： 新庄市公共下水道事業計画区域及び新庄市農業集落排水処理施設計画区域以外の

　　新庄市全域とする。但し、新庄市公共下水道事業計画区域及び新庄市農業集落排水処理施設計画区域内で

　　あっても、当分の間（原則7年間）整備実施予定のない区域については、補助対象地域とする。

２　補助対象者：自ら居住するための住宅（併用住宅を含む）に合併処理浄化槽を設置する者とする。他要件有。

３　補助金の額：5人槽　 限度額　352,000円（改築の場合は402,000円）　　6～7人槽　限度額　441,000円（改築の場合は506,000円）

分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

8,041

負担金 33

委託料 254

一般財源 8,6789,874 10,138 13,030 13,538

主な歳出の内訳

その他特財

5,149 7,000 5,902 6,580 5,722

受益者負担
内
　
訳

国庫支出金 8,3913,920 6,460 5,294 6,019 7,354

県支出金 5,644

18,943 23,598 24,226 26,137 21,117

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

令和２年度までの成果指標の目標値を２２％超えて達成したことで、生活排水による公共用水域の水質改善が図られ、公衆衛生の
向上と生活環境を保全することができた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

1,050

４　補助金加算：単独処理浄化槽または汲取り式トイレから合併処理浄化槽に切り替える際、新庄市浄化槽整備促進事業費補助金として

　　　　　　　　　　5人槽の場合上限210,000円、6～7人槽以上の場合上限265,000円を加算する。また、令和元年度より単独浄化槽からの切替

　　　　　　　　　　　8～10人槽　限度額　588,000円（改築の場合は653,000円）

　　　　　　　　　　限り、配管工事費に係る費用として上限３０万円を加算する。

122.0%30.6% 65.9% 83.4% 101.9% 115.5%

Ｒ2目標

実績 1,282512 692 876 1,070 1,213

R2Ｒ1成
果
指
標

指標名称
５ヵ年間における合併処理浄化槽設置基
数に対する使用人数

年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等） 累積 達成率

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

260

86.7%

Ｈ30

41.6% 56.3% 71.0%

213

99.3%

指標名称
５ヵ年間における合併処理浄化槽設置整
備事業補助金申請件数

説明（算式等） 累積

Ｒ2計画

実績 333125 169
300

298

達成率 111.0%

10,627
説明（算式等） 浄化槽整備区域内人口 達成率

実績 10,4041,522 9,682 9,460

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

対
象
指
標

指標名称
公共下水道及び農業集落排水事業計画
区域以外の人口

年度 R2Ｈ27 Ｈ30 Ｒ1

市民協働 指定管理

事務局

Ｈ28 Ｈ29

9,336 10,563

その他　（

Ｒ２年度見込

合併処理浄化槽の設置に要する費用に対し、人槽区分により補助金を
交付する。
（制度概要は中段の補足説明参照）

対
象

自ら居住するための住宅（併用住宅を含む）に合併処理浄化槽を設置
する者。

全部委託 一部委託目
指
す

状
態

生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止し、公衆衛生の向上と生
活環境の保全を図る。

実
施
形
態

市直営

補助・負担

事業区分

事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

条例・要綱等

社会生活基盤が整い、安全で快適なまち 担当課

説明事業

法令根拠 浄化槽法

予算・事務事業名 一般会計 ４款２項１目 し尿・浄化槽事業費 予算コード

政策名 安全安心で住みやすい生活環境基盤を整備する 担当者 伊藤　重勝

施策名

独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

事務事業名 合併処理浄化槽設置整備事業 事務事業コード 425-301-34
総
合
計
画 良好な水環境の保全 内線 332

基本目標 上下水道課

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 22,713

循環型社会形成推進交付金、新庄市合併処理浄化槽設置整備事業費補助金交付規程、平成31年度新庄市浄化槽整備促進事業費補助金

事業期間

単年度

01-040201-0100

目
的

生活雑排水を処理せず放流する単独処理浄化槽や汲み取り式トイレか
ら、合併処理浄化槽への切り替えを推進することで水質改善を図る。

事
業
内
容

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

425-301-34(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

4

2

5

○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

　  不適管理者への改善指導71件（内改善報告40件）　

　　合計288件

主な歳出の内訳

需用費 80

通信運搬費 27

一般財源 -253-194 -365 -343 -305 -157

360220 391 369 331 294

26 26 26 26 137

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担

その他特財

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 達成率 101.2%87.5% 88.8% 90.0% 92.3% 94.5%

Ｒ2目標

実績 8170 71 72 73.8 75.6
80

成
果
指
標

指標名称 生活排水処理施設普及率（%）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 達成率 103.3%114.0% 110.0% 106.7% 105.3% 105.0%

Ｒ2計画

実績 310342 330 320 316 315
300

活
動
指
標

指標名称 浄化槽指導件数（件）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

4,550
説明（算式等） 新庄市内に設置されている単独処理浄化槽と合併処理浄化槽の合計基数 達成率

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 4,5434,344 4,366 4,415 4,443 4,102

その他　（

対
象
指
標

指標名称 新庄市内の浄化槽設置基数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

生活雑排水を処理せず放流する単独処理浄化槽や汲み取り式トイレか
ら合併処理浄化槽への切り替えを推進するとともに、不適正な浄化槽
管理者に対して改善を行うよう指導、意識啓発し、公共用水域の水質改
善を図る。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

生活雑排水を処理せず放流する単独処理浄化槽や汲み取り式トイレか
ら合併処理浄化槽への切り替えを推進し、合併処理浄化槽の適正な維
持管理が図られるよう周知を図ることで、住みやすい生活環境を整備す
る。

事
業
内
容

合併処理浄化槽の適正な維持管理を行うよう指導する。
　・浄化槽を設置、変更、廃止する者に対し、浄化槽法に基づき指
　　導を行う。
　・浄化槽設置者は年１回の法定検査受検が義務付けられており、
　　不適正と認められた浄化槽管理者に対して必要な改善措置を
　　求める。
　・制度の広報周知を図る。

対
象

①単独処理浄化槽を廃止したり、浄化槽の管理者を変更する者。
②合併処理浄化槽を設置、廃止、浄化槽の管理者を変更する者。
③単独処理浄化槽及び合併処理浄化槽の法定検査を受検した者のう
ち不適正の判定を受けた者。

01-040201-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠 浄化槽法、山形県事務処理の特例に関する条例第2条35

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ４款２項１目 し尿・浄化槽事業費 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

安全安心で住みやすい生活環境基盤を整備する 担当者 伊藤　重勝

施策名 良好な水環境の保全 内線 332

事務事業名 し尿・浄化槽事業 事務事業コード 425-302-34
総
合
計
画

基本目標 社会生活基盤が整い、安全で快適なまち 担当課 上下水道課

政策名

　年間の処理件数

　　合併処理浄化槽設置調書23件、同設置届出書30件、

　　浄化槽改善報告依頼71件、使用開始報告書40件、

　　管理者変更届13件、廃止届40件

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 107

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

改善指導により適正な維持管理が認められ成果指標の目標値を達成することが出来た。

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

425-302-34(R02実績評価)
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